予算要求資料
平成28年度当初予算　
支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費
	事業名　新県産材ＣＬＴ等活用促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　林政部　県産材流通課　県産材需要拡大係　電話番号：058-272-1111（内3015）

　　　　　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        2,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
国土交通省や林野庁でＣＬＴ活用促進に向けた取り組みが進められており、平成２８年度中にＣＬＴの基準強度や一般的な設計・方法など建築基準法への対応が整備される予定である。全国でも、岡山県・高知県などＣＬＴに取り組む県が増えている。
しかし、現在、ＣＬＴを活用した建築については課題も多く、岐阜県においては、ＣＬＴの製造・加工工場が無く、具体的な建築計画もないことから、積極的に取り組むことができる段階ではない。

しかし、ＣＬＴが全国で注目されていることから、ＣＬＴの性能・建築方法に関する利点・欠点の調査、県内市町村・木材関係事業者の取り組み意向について情報収集を行うなど、ＣＬＴへの県産材活用に向けた検討を進めていく必要がある。
（２）事業内容
　  ＣＬＴに関する課題を整理するため、林野庁や関連団体等より情報収集を行うとともに、国内のＣＬＴ建築物の実態調査を行う。また、県産材を活用したＣＬＴの供給方法や建築に向けた情報・知識を共有するため、森林技術開発・普及コンソーシアムと連携し、県内の市町村・設計事務所や木材関連事業者等との検討会を実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　・県１０／１０（県内事業者が積極的に取り組む段階ではなく、県自ら実施することが妥当）　
（４）類似事業の有無
　　・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅　費
	432
	業務旅費（打ち合わせ、先進地視察　等）

	消耗品費
	　24
	事務用品等の消耗品費

	役務費
	15
	電話代、郵送代

	委託料
	1,516
	ＣＬＴ建築物実態調査、構造別比較設計

	その他
	13
	使用料（検討会会場借り上げ）

	合　計
	2,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　・ＣＬＴの利用促進は「清流の国ぎふ」創生総合戦略（案）における「Ⅱ－２－（５）生きた森林づくり（林業の成長産業化）」に位置づけられている。
（２）国・他県の状況

　　　・１０道県で協議会等が組織されている。
（３）後年度の財政負担

　　　・事業は３年間（平成２８年度～３０年度）継続予定
（４）事業主体及びその妥当性
　　　・県：県内事業者が積極的に取り組む段階ではなく、県自ら実施することが妥当
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・ＣＬＴに関する情報収集を行い、市町村や県内事業者とＣＬＴ供給や建築に関する知識を共有し、具体的な取り組み事案への対応に備える。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	


（指標を設定することができない場合の理由

	・未だ情報収集の段階であり、行程表や目標値を定める段階にない。

・来年度、状況を把握し検討したうえで、今後の計画を策定し設定するか判断したい。


（前年度の取組）

	・ＣＬＴ活用に向けた講演会　平成２７年８月３日
・ＣＬＴ活用に関する情報交換会　平成２７年１１月３０日


（前年度の成果）

	・ＣＬＴ供給や建築に向けた取り組むべき課題についての情報収集



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	県の重要政策である「清流の国ぎふ」創生総合戦略（案）に係る取り組みであり、県が関与する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	・一部建築に関する高度な専門的知識が必要なため委託事業により実施することとしている。


（今後の課題）

	・県内での具体的な取り組み事案への対応に備えるため、ＣＬＴに関する情報収集や、県内におけるＣＬＴ供給や建築に向けた設計施工の仕組みについての検討を継続的に行う必要がある。



（次年度の方向性）
	・情報収集及び県内における取り組みの可能性を検討する。



